


序　　　　　文

　近年、厳しい財政状況などを背景として、効果的・効率的なODA（政府開発援助）の実施がま

すます求められており、そのための手段として、評価の役割や重要性が再認識されています。

　事業実施の適正度や事業効果を適切に測定・分析・判断し、その結果を事業改善に適切に反映

させていくためには、客観性のある指標に基づいて、事前の計画段階から終了後までの一貫した

評価体系を確立することが重要です。そのためには、事前の計画段階において、その後のモニタ

リングや評価も視野に入れ、基礎データの収集、被援助国の受益者ニーズの把握、評価指標の設

定などを行う必要があります。

　JICAでは平成11年 12月、「事前の調査における事業成果の指標設定に関する検討会」を設置

し、JICA事業における事前評価のあり方、評価指標の設定方法及び事前評価の結果の公表のあり

方に関する議論を開始しました。その結果、事前評価において、定量的な成果指標を設定すると

ともに、そのためのベースライン調査を拡充することが決定されました。また、平成 12 年度よ

り、プロジェクト方式技術協力及び無償資金協力において事前評価を試行的に実施することとし、

平成 13年度からは、開発調査を加え、事前評価を本格導入することとしました。

　このような状況の下、事前評価から事後評価までの一貫した評価体制の確立を実現していくた

めの基礎として他の主要ドナー国、国際機関における評価システムを調査し、JICAにおける評価

システムの改善に資することを目的として、本調査研究を実施することとしました。

　今後、本調査研究の結果を活用してJICAにおける評価システムの改善を図り、一層効果的・効

率的な事業を実施していきたいと考えています。

　最後に、本調査研究にご協力頂きました各位に対しまして、心から感謝申し上げます。

　平成 13 年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　高島有終
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第１章　調査の目的と概要

１－１　調査の目的

１－１－１　調査の背景

　近年、我が国の厳しい財政状況などを背景として、効果的・効率的なODA（政府開発援助）

の実施がますます重要になってきており、外務大臣の私的懇談会である「21 世紀に向けての

ODA改革懇談会」をはじめ様々な方面から、ODAの量から質への転換を図るための提言がな

されている。

　このような状況のなか、平成12年３月、外務省の援助評価検討部会（部会長は河合三良（財）

国際開発センター会長）が、現行の ODA 評価の問題点及び課題に対する具体的な改善策を

「「ODA評価体制」の改善に関する報告書」としてまとめ、提言した。ここで提言された内容に

は、事前・中間・事後の一貫した評価プロセスの確立、評価指標の設定が含まれている。

　JICA は平成 11 年 12 月、「事前の調査における事業成果の指標設定に関する検討会」を設置

し、プロジェクト方式技術協力、無償資金協力及び開発調査の事前評価のあり方、指標の設定

方法及びこれらに関連した課題について検討した。その結果、定量的成果指標の充実、ベース

ライン調査の拡充・強化、事前評価ガイドラインの整備の必要性等を確認するとともに、平成

12年度よりプロジェクト方式技術協力及び無償資金協力について事前評価を試行的に導入する

こと、そして平成 13 年度からは開発調査についても事前評価を導入することを決定した。

　このような状況において、適切な指標の設定を含む、効果的な事前評価手法の検討・開発が

緊急の課題となった。

１－１－２　目　的

　「事前の調査における事業成果の指標設定に関する検討会」の結果を踏まえ、事前評価から

事後評価までの一貫した評価体制の確立を念頭に置きつつ、JICAにおける効果的な事前評価手

法の検討・開発に資するために、他のドナー国際機関の評価手法、定量的指標の設定方法等を

調査する。また、その調査結果に基づき、プロジェクト方式技術協力及び無償資金協力の事前

評価のあり方についても検討する。

１－２　調査団員及び調査日程

１－２－１　調査団員構成

（1）北米地域（米国、カナダ）

団長・総括　：狩野良昭　　国際協力事業団 森林・自然環境協力部長

調査計画　　：南部良一　　国際協力事業団 社会開発協力部計画課
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評価手法調査：笹尾隆一郎　アイ・シー・ネット株式会社

（2）欧州地域（オランダ、英国、ドイツ（笹尾団員のみ））

団長・総括　：高橋利弘　　国際協力事業団 企画・評価部長

調査計画　　：杉本充邦　　国際協力事業団 企画・評価部調査役

評価手法調査：笹尾隆一郎　アイ・シー・ネット株式会社

１－２－２　調査日程

狩　野 南　部 笹　尾 杉　本 高　橋

東京→ワシントン

JICA事務所打合せ、USAID訪問

Price Water House Coopers、世界銀行訪問

ワシントン→ニューヨーク、UNDP訪問

ニューヨーク→オタワ、CIDA訪問

CIDA訪問

オタワ→バンクーバー→

東　京

オタワ→
トロント→

アムステルダム
→ハーグ

東京→アムステルダム→
ハーグ

オランダ外務省訪問

ハーグ→アムステルダム→ロンドン、
JICA事務所打合せ

DfID訪問

Evaluation Consultant、Overseas Development
Institute訪問

ロンドン→フランクフルト

資料整理

資料整理

GTZ訪問

KfW訪問

資料整理

フランクフルト→

東　京

ロンドン→

東　京

日 順 月日（曜）

１ 6/18（日）

２ 6/19（月）

３ 6/20（火）

４ 6/21（水）

５ 6/22（木）

６ 6/23（金）

７ 6/24（土）

８ 6/25（日）

９ 6/26（月）

10 6/27（火）

11 6/28（水）

12 6/29（木）

13 6/30（金）

14 7/1（土）

15 7/2（日）

16 7/3（月）

17 7/4（火）

18 7/5（水）

19 7/6（木）

20 7/7（金）
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第２章　調査対象機関における評価業務の概要

２－１　評価・モニタリングの実施体制

　今回調査を実施した８機関の評価システムは、大きく２つに分けられる。１つは、GTZ（ドイ

ツ技術協力公社）とKfW（復興金融公庫）において採用されている内部評価1と外部評価2の併用

システムであり、もう１つは、残りの機関で採用している内部評価のみのシステムである。

　GTZとKfWでは、両機関共通の主要顧客であるBMZ（経済協力省）の援助業務の質の向上に

対する強い関心を背景として、従来行っていた内部評価に加えて外部評価を導入している。例え

ば、GTZの場合、まず内部評価が事業部と内部評価室によって行われる。事業部は、個々のプロ

ジェクトのモニタリングや自己評価を行うとともに国別評価やセクター別評価を行う。内部評価

室は、特定の評価というよりもGTZ全体の事業構成や事業戦略の分析を行い、事業部門の評価を

支援し外部評価とも連携する。外部評価は、BMZ・会計検査院・監査法人の３者が別々に行うが、

個々のプロジェクトというよりもGTZ全体としての実績評価を行い、また、GTZの内部評価結

果の妥当性も評価することになっている。

　他の国々あるいは国際援助機関では内部評価を行っている。全体的な傾向として、事業部（あ

るいは在外事務所・大使館）が個別プロジェクトの評価を実施し、評価の専門部署がテーマ別・

セクター別評価（事後評価）を実施するという役割分担がある。ただし、事業部による評価は、

実際には外部のコンサルタントによって行われるケースが多く、内部評価ではあっても客観的な

視点は確保されている。さらに評価以外にも、これらの各援助機関に対する監査や活動の議会に

対する報告も実施されている。

２－２　評価における「成果主義」の導入

　現在OECD（経済協力開発機構）加盟諸国の援助機関は一様に、マネージメント・システムを

より効果的で結果指向的なものとするよう外部からの圧力にさらされている。こうした動きの背

景には、援助プログラムが必ずしも十分な成果をあげていないのではないかという国民の問題意

識やODA（政府開発援助）予算の削減、更には各国政府における行政改革の推進という事情があ

る。こうした流れのなかで、各国の援助機関では、いわゆる「成果に基づく管理（RBM：Results-

Based Management）」を競うように導入している。一般的に、RBMとは以下のように定義されて

いる。

　「RBMは、権限委譲のなされた環境下で、評価からの学習とアカウンタビリティに基づいた

1 援助実施機関内部の人間による評価
2 外部の機関による評価
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戦略的な計画立案とマネージメントのためのフレームワークを提供する。それは、第１にマ

ネージメント・システムであり、第２に実績報告のシステムである。」（世界銀行、1997 年）

　「成果指向のアプローチは、――（中略）――、現実的な目標を設定し、その目標の実現に

向けてプロジェクトの進捗管理を行い、そして得られた教訓をマネージメント上の判断に反映

しそれらの実績を報告することにより、マネージメントの効率性とアカウンタビリティを向上

することをめざしたものである。」（CIDA（カナダ国際開発庁）、1999 年）

　今回訪問した８機関の状況をみると、ほとんどの機関がRBMの導入を推進している3。実際に

行われていることは、プロジェクト管理のための新たな書式の導入やプロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）の改良、従来使用されていたアウトプット指標でなくアウトカム指標の使

用の奨励等である。これにより、「よりインパクトに関心が払われるようになった」（USAID（米

国国際開発庁））、「プロジェクトが成功かそうでないかが（明確に）分かるようになった」（CIDA）

といった効果が現われている。

　ただ、こうした事柄は JICA がこれまで採用してきた JPCM（JICA プロジェクト・サイクル・

マネージメント）でも重視されている事柄であり、特に目新しい考え方や革新的と思われるプロ

ジェクトの運営管理方法というわけではない。また、各機関の職員の反応を聞いたところ、こう

した動きを歓迎する向きがある半面、年配の世代には新たなシステムに対する抵抗感があるよう

であるとの回答もあった。さらに、RBMの具体的な効果に関する質問に対しては、各機関から明

確な回答が得られず、「RBMが効果をあげている」と断じるのは時機尚早のようである。また、

こうした目標管理を職員個人の人事考課や処遇に反映させるような人事制度までは、いまだ確立

していない模様である。

　今回の調査では、「プロジェクトの上位目標（効果）に与える個々のプロジェクトの影響は確

認するのが非常に難しい、あるいは限られている」という、いわゆる attribution（プロジェクト

の上位目標への「貢献度」）の問題が、各訪問先でよく話題に上った。この問題への対処のしか

たとしては、２つのアプローチが確認できた。１つは、個々のプロジェクトを包含する大きな戦

略体系を構築し、複数のプロジェクト（他ドナーや相手国政府担当分を含む）を吸収することに

よって大きな開発課題への影響を高めようとするもので、USAID に代表されるアプローチであ

る。もう１つは、そもそもログフレームに記載されている活動の実践による上位目標の達成とい

うのは１つの仮説に過ぎないと考え、上位目標に相当する実際の効果と個々のプロジェクトの活

動や成果・プロジェクト目標をそれぞれモニターしながらデータベースを構築し、プロジェクト

目標と上位目標とのギャップを埋めようとするものである。これはGTZが提唱している。

3 世界銀行では現在導入が議論されていると回答するにとどまっており、KfWも特にRBMは推進していないと回答している。
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　この２つのアプローチを比較した場合、前者はこれまでの援助の成果を丹念にレビューした現

実的なアプローチであると思われる半面、後者は、データベースの蓄積に時間がかかるうえ、

テーマや状況の全く異なる多種多様なプロジェクトのデータを最終的に有効な仮説に収斂できる

かどうか、やや疑問の残るところである。またこの２つ以外に、そもそも上位目標自体をあまり

高いものに設定せず、セクターや地理的な範囲を絞り込むことでプロジェクトの上位目標への貢

献度を高めるという方法もあると思われる。

２－３　プロジェクト・サイクル

　調査した８機関のうち、USAIDと世界銀行を除く６機関がほぼ以下のようなプロジェクト・サ

イクルを採用している（各機関の状況については、付属資料２．を参照）。

　

　①のプロジェクトの選定は、援助対象国の開発計画や援助機関の国別援助戦略に沿う形で現地

（事務所・大使館）主導で行われる。②の準備は、プロジェクト案の内容を改善・改良する段階

であり、③の審査の前段階として独立して行われるというよりも、②と③が重複する形に近い。

そして、④の政府間の実施取り決めのあと、⑤の実施に入る。実施の段階では、すべての機関が、

実施するプロジェクトのかなりの部分を公開入札による外注方式で行っている。なお、プロジェ

クトの運営管理には、USAIDとUNDP（国連開発計画）を除く６機関がログフレームを使用して

いる。また、プロジェクトの運営管理・評価に関する権限を現地（事務所・大使館）に委譲して

いる機関も複数あり、これによって、迅速で柔軟なプロジェクトの運営管理が可能になっている。

２－４　事前から事後までの評価サイクル

　今回調査した８機関では、いずれも「事前評価」（Ex-ante evaluation4）という用語は用いられ

ておらず、それに近い概念としてあるのは「審査」（appraisal5）である。したがって、審査－中

4 OECDの評価作業部会 が作成したGlossary of Terms in Evaluation and Results-Based Management ANNEXES（1999年２月）によれ

ば、“Evaluation which is performed before implementation. It provides the relevant authorities with a prior assessment whether develop

ment issues have been diagnosed correctly, whether the strategy and objectives proposed are relevant, whether there is incoherence between

them or in relation to community policy guidelines, whether the expected impacts are realistic. (EU) ” などとされている。

①プロジェクトの選定

②準　備

③審　査

④実施取り決め

⑤実　施
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間評価－終了時評価－事後評価という評価の流れがあることになる。ただし、すべての評価がす

べてのプロジェクトに義務づけられているわけではない。当然のことながら、「審査」はすべて

のプロジェクトにおいて行われるが、「中間評価」は、一定の規模以上のプロジェクト、又は何

か問題のあるプロジェクトに対してのみ行われている。「終了時評価」も、調査団を現地に派遣

するような形では、一部のプロジェクトに対してしか行われていない。「事後評価」はあまり実

施されておらず、実施される場合でも、個別のプロジェクトに対してではなくテーマ別や国別の

評価といった形で実施されている。

　各援助機関の「審査」の状況の詳細は、以下のとおりである。

　「審査」とひと口で言っても、正式な審査の会議に至るまでに段階的にプロジェクトの選考

（pre screening）やプロジェクト案の修正が行われており、これら援助機関の言う「審査」は、実

態としては「プロジェクトの形成」に近い。審査のための調査団（Appraisal Mission、以下「審

査調査団」）は、事実上プロジェクト準備のための調査団であり、またProject Appraisal Committee

（審査委員会）のような機関も、プロジェクトの内容を初めて検討する場ではなく、むしろプロ

ジェクト採択の最終確認の場であると言った方がより正確である。実際、審査委員会の場でプロ

ジェクト案が不採択となることはまれにしかないようである。そうした審査の場にかけられる書

類は Project Appraisal Document、Appraisal Report、Project Document 等と呼ばれ、審査調査団

が作成したプロジェクトの計画書である（次ページのGTZの例を参照）。審査全体にかかる期間

は、審査調査団の現地調査期間も含め最低数か月である。なお、審査に関するガイドラインを有

している機関が複数あるが（世界銀行、GTZ、KfW）、これらのガイドラインは上記の書類作成

のための指針であり、プロジェクトの審査を行うためのガイドラインではない。また、オランダ

外務省が活用している審査チェックリストは、唯一「プロジェクトの採択の是非を判断するため」

のチェックリストの体裁をとっているが、これも実際には、作成途上にあるプロジェクト・ド

キュメント（あるいは検討途中にあるプロジェクト計画）の質の向上のために用いられている。

　次に、プロジェクトの計画検討の初期に行われる選考は、多くの機関ではそのプロセスが厳密

には設定されていない。通常Concept paper と呼ばれる簡略なプロジェクト案が各機関の在外事

務所や大使館によって作成され、この内容がある程度の水準に達している場合、より精緻なプロ

ジェクト案作成のための詳細調査（審査調査）が行われることになる。また、この詳細調査を実

施するかどうかの選考の基準は各機関内で必ずしも標準化されていないようであり、本調査では、

文書として明確にされたものは入手できなかった。ただ、複数の機関が、「プロジェクトは援助

機関の国別援助方針（戦略、フレームワーク）に沿うものでなければならず、ODAあるいは公共

5 同じくDAC評価作業部会のGlossary of Terms in Evaluation and Results-Based Management ANNEXES （1999年２月）によれば、

“Overall assessment of the relevance, feasibility and sustainability of a project prior to making a decision on whether to undertake it.”（ノー

ルウェー政府）などとされている。
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セクターが扱うプロジェクトとして妥当であるかどうかは、プロジェクト検討の初期の段階で確

認される」としている。またGTZからは、以下の３つの要件が、本格的な検討を行う前の段階で

満たされているべきであるという発言があった。

　次に、各機関でいわゆる評価サイクルが確立しているかどうかをみるために、JICAと同じ技術

協力の実施機関であり、また評価に関連した資料もそろっているGTZの例を取り上げる。GTZで

は、既に述べたように、「プロジェクトの準備に携わる審査者のためのガイドライン」と呼ばれ

る審査のガイドラインが存在する。このガイドラインが示す審査報告書の目次構成は、以下のと

おりである。

　目次構成を見て分かるように、プロジェクト自体の妥当性を確認するような項目・視点は随所

に挿入されているものの、プロジェクトの良否を吟味するような文書ではなく、むしろプロジェ

クトの精緻な計画書に近い。また、質問票への回答によれば、GTZでは評価にあたり「目標達成

度、効率性、自立発展性、妥当性、効果」の５つの評価基準を用いているとのことであったが、

審査の段階ではこれらの視点は明示的には活用されてはいない6。

　GTZで行われる中間評価や終了時評価の報告書の書式は以下のとおりである。

6 GTZには、「プロジェクト・ドキュメント要約検討チェックリスト」という文書もあるが、こちらはプロジェクトの計画の充実度

合いをみるものである。ただし、これも項目立ては、評価５項目とは連関していない。

１．プロジェクトの骨格は何か？（現状をどう変えようとしているのか？その目的や目標は

何か？それらは、国別計画に沿っているか？）

２．だれがプロジェクトの実施主体か？（正当性、能力、経験は備わっているか？）

３．プロジェクトを実施するのに十分な資源はあるか？

１．要　約

２．プロジェクト提案書・プロジェクトの概要

３．現状分析（参加者分析、問題分析等）

４．目的分析

５．相手方実施機関の分析

６．プロジェクト概念の明確化（代替案の分析）

７．活動計画

８．実施体制の明確化
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　（中間評価：Project Progress Reviews）

　（終了時評価：Progress Report for the BMZ）

　このように、５つの評価基準に関する記述は、書式上は必ずしも義務づけられていない。また、

今回の調査で実際に入手した終了時評価報告書を見ても、５つの評価基準に関する体系的な記述は

特になかった。したがって、GTZの場合には一貫した視点・基準をもった評価の体系が確立してい

るとはいい難い。また、他の機関の場合でも、質問票への回答や収集した資料の範囲では、評価サ

イクルにおける基準の一貫性は確認できなかった。昨今のRBMの導入あるいは評価システムの改

革の流れのなかで、標準化された書式を用いた包括的できめの細かいプロジェクト評価から、より成

果指向・インパクト指向の強い柔軟な評価へと力点が移っていることが、この背景にあると思われる。

２－５評価方法

　DAC（開発援助委員会）で評価５項目（効率性、目標達成度、効果、妥当性、自立発展性）が

採択されているためか、各機関の評価基準には類似性がある。DACの評価５項目をそのまま評価

基準としている機関も３機関（オランダ外務省、GTZ、KfW）ある。「目標達成度」はすべての

機関が評価基準として使用しており、「効率性」「自立発展性」も多くの機関が採用している。ま

た、「ODAあるいは公共セクターが扱うプロジェクトとして妥当であるか」という基準は、評価

の基準というよりも、プロジェクト・サイクルのより初期の段階であるプロジェクト発掘段階で

の選考基準となっているようである。

１．プロジェクトの経緯

２．計　画

３．プロジェクトの実績・現状

４．プロジェクトの成果・インパクト

５．提　言

６．教　訓

１．プロジェクト目標・上位目標・プロジェクトの概要

２．成果・指標・外部条件

３．成果の達成度評価（４段階評価）

４．プロジェクト目標の達成度評価（４段階評価）

５．関係者（実施機関・第三者・GTZ）の貢献度評価（４段階評価）

６．提　言
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　評価の手法については、すべての機関が定性評価・定量評価の両方を採用している。傾向とし

ては、プロジェクトの実績が定量化しやすいもの（例：農業開発プロジェクト）は、費用便益分

析や費用効果分析等の定量評価を実施し、そうでないもの（例：組織開発プロジェクト）は定性

評価を行っているようである。また、５段階や６段階の段階評価（レーティング）を行っている

機関も多い。この方法は、「目標達成度」や「インパクト」の発現度の評価において主に使用さ

れているようである。

２－６　評価指標

　評価指標は、評価のみならずプロジェクトの運営管理においても重要な役割をもつが、各機関

に対するインタビューでは、その質についてはこれまで必ずしも十分でなかったことが明らかと

なった。例えば、GTZが発行した“Impact Monitoring - Approaches and Indicators”（1998 年発

行、付属資料３．抜粋部分の翻訳を参照）によれば、これまでの指標をレビューした結果として

以下のような問題点が指摘されている。

　そして、同書ではこうした問題の主な背景を、「これは、プロジェクトの計画立案における他

の側面と比べ、指標の明確化にそれほど高い優先度が与えられていないからである。多くの場合、

指標は計画立案過程の最後に、関係者の参加もほとんどなしに少人数の専門家によって設定され

ているのが実状である」と述べている。さらに同書では、こうした指標のモニタリングもまた不

十分であると報告している。同書は1998年に発行されたものであるが、今回インタビューした限

りでは、その後現在までに、事態が明確に改善されたという回答は得られなかった。ただ、こう

した問題はGTZだけでなく、多くの援助機関にも当てはまるものと思われる。指標が重要視され

てこなかった原因としては、明確な指標を設定することの技術的な難しさ（例：能力開発・組織

開発などの分野）、明確な指標の設定による責任の明確化の回避、指標設定に関する専門家の指

導の不十分さ等があるものと推測される。

　こうした状況の下、1998年から1999年にかけて複数の機関が種々のマニュアルやガイドライ

ンを作成し、それぞれの職員に配布している。いずれのマニュアル、ガイドラインも、指標の設

・PPM（Project Planning Matrix、PDM と同種のもの）が不完全であることが多い

・指標が適当なレベルで設定されていない

・指標があらゆる角度から検討されていない（例えば：量、質、時間、ターゲットグループ

及び地域）

・異なるレベル間のつながりが必ずしも論理的ではない

・総合的なプロセス指標が欠如している
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定に有用なものである。特に、USAIDが発行した“Selecting Key Results Indicators - in the Context

of the UNDP Strategic Results Framework -”（1999 年３月）は、現場の状況をよく踏まえて作成

されており、助言が非常に具体的である。また、上記の“Impact Monitoring - Approaches and

Indicators”（GTZ）には、実際の指標設定の際に参考となる視点や角度、あるいは事例が多く収

集されており、特に指標設定の難しい「組織開発」の分野に関する情報が充実しているという点

で参考になろう（付属資料３．の部分翻訳参照）。またGTZでは、指標の質の改善のために、GTZ

からBMZに提出される審査に関する申請書を準備する段階でQuality Assurance Group と呼ば

れる部署が指標を吟味する制度や、プロジェクトを開始してから６か月後にモデレーターが指標

を見直すという制度を導入している。

　「JICAの人材開発・養成型プロジェクトでは、プロジェクト目標のなかで最終受益者が明記さ

れていないことが多く、これは他の援助機関には見られない慣行であるとの国際機関などからの

指摘がある」という点について各機関に尋ねたところ、比較的短期間（５年以内）のプロジェク

トの場合、最終的な受益者（例：農民）の状態の改善をプロジェクト目標に含めず、より直接的

な受益者（例：農業技術の普及員や普及員のトレーナー）の状態の改善に焦点を当てることは、

別に不適切とはいえないという意見が大勢であった。

２－７　評価調査

　付属資料１．⑦では、調査した８機関のそれぞれについて、インタビューや質問票への回答結

果に基づき、審査・中間評価・終了時評価・事後評価の実施方法（担当者・場所・期間・調査分

析方法・最終成果品・社会経済インパクト分析）を整理した（空白は無回答を示す）。この内容

を要約すると、以下のとおりである（既に詳述した「審査」を除く）。

（1）中間評価

・実施者：機関の本部職員・外部（政府）機関の職員・コンサルタントや専門家の３通

りあるが、コンサルタントや専門家が行うケースが多い。

・場所：すべて現地（プロジェクトサイト）で行われている。

・期間：調査全体で２週間～６週間、現地調査で 10日間～３週間である（プロジェクト

の規模にもより、同じ機関でもばらつきがある）。

・調査方法：インタビュー、質問票調査、現地視察、既存の資料・統計の収集・分析が

多いが、一部では RRA*（下記用語解説参照）も活用されている。

・最終成果品：進捗度確認・評価結果・提言・教訓等

・社会経済インパクト分析：ほとんど回答なし
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（2）終了時評価

* RRA（Rapid Rural Appraisal、簡易社会調査）：

　農村住民との直接対話を通して村の暮らしに関する情報を収集する手法。1970 年

代、ロバート・チェンバースらにより提唱され、しだいに農村調査の有力な手法とし

て注目されるようになり、1990年代には国際機関、援助機関、NGOで広く活用され

るようになった。日本の援助機関でも、農林業関係の調査で活用されるようになって

きている。

　RRA調査には以下の特徴がある。

・農学、土木工学、人類学、経済学など専門性の異なる団員がチームを組んで村落

調査を行い、チーム内議論とそれぞれの専門的知見に基づき多角的に調査結果を

分析する。

・村内・外の異なる社会グループ・社会経済階層から広く情報を収集する。

・インタビューでは様々な視覚的技法を使い、オープンエンドな質問形式（選択肢

を提示せず質問を行う形式）で、村人の言葉で村の問題・状況を語ってもらう。

　　村内の様々な社会グループの声をワークショップに反映したい場合や、ワーク

ショップに先立ちプロジェクトの実施者が対象地域の問題状況を把握したい場合に補

完的に活用すると、非常に有効である。

・実施者：機関の本部職員・外部（政府）機関の職員・コンサルタントや専門家の３と

おりがあるが、コンサルタントや専門家が行うケースが多い（中間評価と同じ）。

・場所：CIDA を除き、現地（プロジェクトサイト）で行われている。

・期間：調査全体で５日間～６週間、現地調査で５日間～３週間である（中間評価と同様

か多少短い）。

・調査方法：インタビュー、質問票調査、現地視察、既存の資料・統計の収集・分析が

多いが、一部では RRA も活用されている（中間評価と同じ）。

・最終成果品：進捗度確認・評価結果・提言・教訓等

・社会経済インパクト分析：GTZ では、貧困とジェンダーの視点を重視している。
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（3）事後評価

　全体の傾向を JICAの場合と比較すると、他の機関では、評価実施者はコンサルタントを中心

とする、より少人数の調査団であるといえる。場所・期間・調査方法には大きな差はないが、調

査方法については、RRAがかなり普及している（５機関で活用）。

　なお、「社会経済インパクト分析」に関してはあまり情報（回答）が得られなかったが、その

１つの理由として、こうした分析が中間評価以前の審査や計画立案の段階で行われることもあげ

られる（USAID・CIDA）。例えば、CIDAでは、審査段階で行うべき分析として、社会・経済・

政治分析、ジェンダー分析、能力分析、環境分析の４種類をあげている。このうち「社会・経済・

政治分析」については、以下のように説明している（CIDAのマニュアルRoadmap v.5.0、p.70よ

り抜粋）。

　「社会・経済・政治分析：この分析は、社会・経済・政治の状況がなぜ現在のような状態に

なっているのかを考察し、予定されているプロジェクトが受益者、地域、組織等の開発や既存

問題の解決にどのように貢献するのかを確認する。また、他の分析と同様に、この分析でも、

期待される開発の効果や便益はどのようなものであるか、どのような制約やリスクがあるのか

を明らかにする。

　この分析は、異なる３分野（社会、経済、政治）ごとに行われる場合とプロジェクトに関す

るひとつの学際的な調査としてまとめて行われる場合とがある。――（中略）――これら３

分野の分析は、質問票調査・関係者分析・社会分析手法・ジェンダー分析等の手法を用いて行

われる」

　世界銀行では、社会セクターを含む全セクターの経済分析について、以下のような標準的な分

・実施者：機関の本部職員とコンサルタントや専門家が行うケースがある。

・場所：すべて現地（プロジェクトサイト）で行われている。

・期間：対象案件自体が単独の場合と複数の場合で大きく異なる。単独の場合は、計５

週間・現地２週間である（世界銀行）が、複数のプロジェクトをまとめて評価するテー

マ別評価の場合は、12 か月～ 14 か月にわたる場合もある（CIDA）。

・調査方法：インタビュー、質問票調査、現地視察、既存の資料・統計の収集・分析が

多いが、一部では RRA も活用されている（中間評価・終了時評価と同じ）。

・最終成果品：教訓や段階評価（レーティング）が中心である。

・社会経済インパクト分析：KfWでは、プロジェクトのアウトプットの受入（活用）状

況、ターゲットグループの組織・能力・収入状況等を調査している。
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析の枠組みを用意している。

　個々のプロジェクトの評価には上記の視点全部が使われるのではなく、プロジェクトの性格に

合わせて最も適切な視点が選ばれる。一例として、教育セクターにおいては、適用される評価の

視点は類型化されたプロジェクト別に特定されており、例えば、「プロジェクト目標が受益者の

労働市場参加能力を向上させる場合のみ費用便益分析を行う」ことになっている。

　本調査では、訪問先機関に対し、当方より「援助受入国のプロジェクト実施機関の能力がプロ

ジェクトの成功、又はプロジェクトの持続的発展を左右するだろう」との見解を表明したところ、

多くの機関から賛同を得た。しかし、こうした相手方実施機関の組織に関する調査への各機関の

取り組み状況を聞いたところ、特筆すべき方法を実践しているところはあまりなかった（ただし

CIDAでは、Institutional Assessment という手法を導入している）。同じく当方が質問票で示した

ID/OS*（下記用語解説参照）やBSC*等の組織分析手法についてもあまり知られていなかった。

ただ、「短期間の事前調査での組織分析には限界がある。むしろ、出先機関（事務所）を活用し

た日ごろの周到な情報収集や分析が重要であり、またプロジェクト開始後に必要に応じて当初計

画に含まれていない組織強化活動を実施することが重要である」との複数の機関のコメントは傾

聴に値する。

①世界銀行の国別・セクター別戦略及び政策フレームワークとの合致

②民間資金や公的資金による支援を正当化するためのプロジェクト設計段階における定量的

分析

③費用回収など財政面でのインパクト分析

④費用対効果、費用便益分析

⑤主要リスク要因に関連する数的感応度分析

⑥組織・制度・能力分析

⑦貧困分析

⑧環境へのインパクト分析

⑨費用回収と持続性

⑩プロジェクト監理と評価のためのパフォーマンス基準の包括性・明確性（財務及び経済指

標、投入指標、中間プロセス指標、アウトプット・アウトカム指標等を含む）

⑪上記の評価に基づいたプロジェクトの妥当性に関する全体評価
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　外部要因の分析、特にプロジェクト目標が上位目標に結びつくための外部条件を十分に検討す

ることの重要性についても、多くの機関から賛同を得た。その具体的な方法としては、①プロ

ジェクトの開始後満たされていないことが判明した外部条件を強化する活動をプロジェクトに取

り込む、②ログフレームそのものを改良してリスク分析をより徹底したものにする（KfW）、な

どの代替案が示された。

*ID/OS（Institutional Development Organizational Strengthening）：

　ID/OSは、SWOT分析（組織の内部的なプラス要因（強さ＝Ｓ）・マイナス要因（弱さ＝ Ｗ）、

外部のプラス要因（機会＝Ｏ）・マイナス要因（脅威＝Ｔ）について分析するもの）を中

心的な手法として組織分析から組織強化計画の策定まで網羅した組織開発手法で、現在

ヨーロッパの援助機関とNGOを中心に活用されている。同手法の特徴は以下のとおり。

・組織の代表者から末端までの構成員全員を対象にしたワークショップを開催し、参加

型ですすめる。

・ファシリテーター（JPCM におけるモデレーターと役割は同じ）を用いる。様々な組

織分析ツールがあり、ファシリテーターが柔軟にそれらのツールを提案し、組織の現

状分析を全体ですすめる。

・参加者が自分たちの組織を様々な角度から自己評価し、そのなかから活動プランをつ

くり出していく。

・分析の結果を PDM に引き継ぐことができる。

・極めて短期間で精度の高い組織状況の把握ができる。

・組織分析ツールとしても有効であるが、組織強化（組織文化の変革、組織戦略の見直

しなどのアクションプランづくり）により強みを発揮する。

*BSC（Balanced Scorecard、バランス・スコアカード手法）：

　1990 年代に考案された企業業績の評価手法である。企業は、無形資産（従業員の知識

等）やミッションによって業績が左右され、従業員のモチベーションが業績向上の鍵とな

る。そこで、従来から実施されてきた財務指標などの評価に加え、こういった無形資産な

どの要素の分析が重要視されるようになった。このように財務分析に受益者分析・業務分

析・組織と人材の分析の３つの分析を加えた計４つの視点で組織分析や経営改善を行おう

とするのが同手法の特徴である。最近は、ODAにおいても組織分析などに活用され始めて

いる。
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２－８　「参加型評価」の動向

　参加型評価については、UNDPが以下のように説明している（TIPS、1996年11月号より抜粋）。

　質問票にもこのような参加型評価の説明を示したうえで、８機関に以下の３段階基準に基づく

自己評価を求めた。

　その結果を見ると、回答のなかったCIDA・DfIDを除く６機関のうち３機関が「１」または「２」

を選択している。ただし、インタビューの内容を見ると、「１」を選択した機関でも受益者や関

係者が評価の設計段階にまで参加するような評価を実施していることは確認できず、理念どおり

の「参加型評価」を実施している機関はほとんどないように思われた。このように多くの機関が

参加型評価の趣旨に賛成しながらも実態面ではそれほど徹底していないことの理由は、こうした

参加型評価の理念どおりに評価を実施すると非常にコスト（時間）がかかり、マネージメントも

複雑化するためではないかと推測される。加えて評価の客観性が脅かされることも警戒されてい

るのではないかと思われる。

　調査団から現実的な参加型評価の一類型として JICAのプロジェクト方式技術協力の「合同評

価」を紹介したところ、複数の機関で高く評価された。

２－９　評価調査のコスト

　評価調査のコストについては、８機関から付属資料１．⑨のような様々な情報が寄せられた。

　参加型評価を導入することにより援助機関、相手方実施機関、受益者等のプロジェクトの

利害関係者を積極的に評価過程に関与させることができる。参加型評価は従来の評価と比べ、

以下のような特色がある。

　・プロジェクト参加者の重視及び評価の当事者意識の向上

　・多様な利害関係者の参加

　・評価から学ぶことの重視

　・柔軟な評価設計

　・簡易調査手法の活用

　・外部者の促進者（主体ではない）としての活用

１－とても積極的に導入している

２－積極的に導入している

３－積極的に導入しているとはいえない
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機関の全予算に占める評価関連予算の割合を見ると、比率が高いのはUSAIDの３～10％であり、

低いのはオランダ外務省の１％以下（ただしモニタリングを除く）である。また、個別プロジェ

クトの中間評価や終了時評価は総コストが３万米ドル前後である。

　JICAの評価業務のコストを比較してみると、総事業予算に対する評価関連予算の割合は約１％

にとどまっている。また、１件当たりの評価調査の総コストをプロジェクトの全体経費と対比し

た割合は２％以下であり相対的にあまり高くないと思われる。ただ、金額では他機関の水準を上

回っており、調査団のスリム化や現地コンサルタントの活用などの工夫も必要と思われる。

２－ 10　プロジェクト管理におけるその他の視点

　　（計画立案・ベースラインサーベイ・モニタリング・外部条件の変化に伴う協力計画の調整等）

　計画立案についてみると、詳細な計画の立案作業は、質問票調査によれば各機関により行われ

る時期が異なり、審査に先立って行われる機関（UNDP・KfW－F/Sの場合－）、審査に含まれる

機関（DfID・GTZ）、審査後に実施される機関（CIDA・オランダ外務省）とまちまちである（KfW

の場合は、詳細な計画の立案とはF/Sを意味し、オランダ外務省の場合は、簡易な計画の立案が

審査前に行われている）。また、調査期間に関しては、必ずしも十分に情報がそろっていないが、

短い場合でも２～３か月（GTZ）、長い場合は３～５か月と時間をかけて行われており、従来の

JICAにおける短期調査の期間よりも長い。成果品としては、プロジェクト・ドキュメントが一般

的であるが、GTZのようにそれにPPM（ログフレーム）が添付される場合もある。なお、ベース

ラインサーベイについては、得られた情報が十分ではなかったが、インタビューの結果も合わせ

て考えると、その必要性は認識されながらも必ずしも十分に行われていないようである。

　モニタリングは、すべての機関で実施されているが、実施主体は、プロジェクトチーム以外に

現地の大使館やコンサルタントが行う場合もある。実施の頻度は、年１回～２回である。KfWで

は、モニタリングによるプロジェクトの軌道修正が以下のような形で行われている（本部のプロ

ジェクト・オフィサーへのインタビューによる）。

　「外部条件の変化の度合いにより、活動の大きな変更が必要であるケースと活動の微調整で

済むケースがある。前者の場合は、他部署も入る横断的な組織（いわゆるワーキンググルー

プ）とも意見交換しながら本部の担当者が上司（部長）の了承を得て活動を変更する。後者の

場合は、部内の検討のみで上司（部長）の了承を得て活動を変更する。そして、BMZには事後

的に報告する。このような計画の変更はときどき生ずるものであるが、その際には、コンサル

タントから必ず情報を入手しておくことが必要である。」

２－ 11　モニタリング・評価結果のフィードバック

　モニタリングの結果は、本部の担当部署（権限委譲されている場合は、大使館・国別事務所等）
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に送付され、プロジェクトの軌道修正のために使われている。直接プロジェクトの計画が変更さ

れる場合もあれば、モニタリングがきっかけとなり中間評価が実施される場合もある（KfW）。

　評価結果には、３通りの活用方法がある。まず、プロジェクトの担当部署（本部又は大使館・

国別事務所）に報告され、プロジェクトの軌道修正に活用される（中間評価）。次に、本部の図

書館やデータベースに保管され、教訓として今後の類似のプロジェクトの計画立案の参考とされ

る。さらに、最近は評価結果を年次報告書のみならずホームページで公開する機関が増えている。

これは援助のアカウンタビリティを増すことにつながるとともにプロジェクト参加者に対するモ

チベーションを強化することにも役立つと思われる。
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第３章　JICAにおける評価業務の課題と改善案

　ここでは、「第２章　調査対象機関における評価業務の概要」において整理した調査結果を踏

まえ、事前評価を含むJICAの評価業務における課題の提起及び業務改善に向けての提案を行う。

３－１　評価・モニタリングの実施体制

（1）評価の実施主体

　今回調査した援助機関では、内部評価（援助実施機関内部の人間による評価）のみの機関

と、内部評価と外部評価（会計検査院、監査法人等の外部の機関による評価）を併用してい

る機関があった。内部評価における全体的な傾向として、事業部（あるいは在外事務所、大

使館）が個別プロジェクトの評価を実施し、評価の専門部署がテーマ別・セクター別（事後

評価）を実施するという役割分担があった。内部評価ではあっても実際には外部のコンサル

タントによって行われるケースが多く、客観的な視点は確保されている。JICAでも基本的に

内部評価が実施されており、評価実施における JICA 内の所管部署は、従来と同様に、個別

案件単位で行われるモニタリング・評価は各事業部、複数案件横断的な事後評価（国別事業

評価、特定テーマ評価等）は企画・評価部評価監理室という役割分担が、各評価の目的・趣

旨等の観点から妥当であろう。

　評価の実施主体にかかわらず、評価の客観性を確保するため、外部有識者の活用のほか、

客観的な評価指標の設定についても取り組む必要がある。定期的に「メタ評価（評価の評

価）」を実施し、各評価において中立性、客観性が十分確保されているかを検証するシステム

を構築することも有効である。

（2）評価調査団の構成

　今回調査したほとんどの援助機関では、それほど複雑でない案件の中間・終了時評価の場

合、２～３名程度の調査団で評価を実施している。これに対して現在 JICA のプロジェクト

方式技術協力の終了時評価調査団の場合、５名程度と調査団の規模がやや大きい。調査団の

規模が大きくなりすぎると、コストの上昇を招くとともに、会議が形式的なものとなったり

小回りの利く調査が行われにくくなる。また、この５名の団員のうち４名は、プロジェクト

を担当する事業部の職員又は国内支援委員会の委員であるケースが多い（残りの１名はコン

サルタント）。国内支援委員会の委員はJICA職員ではないものの、日ごろから評価対象プロ

ジェクトの運営に密接にかかわっていることから、このような調査団構成であると、調査の

性格としてプロジェクトの運営管理という面が増し、評価に求められる中立的な視点が確保

されにくくなる。評価調査団内の外部の有識者・専門家の割合を相対的に高めることも検討
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すべきである。以上から、特にプロジェクト方式技術協力の終了時評価調査団においては、

協力期間中に適切なモニタリングが実施されていて、かつ実施期間中に特に大きな問題が発

生しなかったり、協力内容があまり複雑でなかった案件については、団員構成のスリム化に

取り組む必要がある。例えば、JICA本部の担当職員１名、セクター専門家（国内支援委員会

の委員を含む）１名、外部コンサルタント（セクターあるいは評価の専門家）１～２名の計

３～４名（団長は、JICA職員もしくはセクター専門家）という構成が望ましい。必要に応じ

てローカルコンサルタントを活用することも検討すべきであろう。

３－２　評価における「成果主義」の導入

　今回調査したほとんどの機関でRBM（Results-Based Management）が推進されている。ただし

その内実は、JICA が導入している JPCM（JICAプロジェクト・サイクル・マネージメント）の

理念と特に変わるところはない。JICA においてより効果的な技術協力を進めるために、新たに

RBMを導入するというよりは、JPCMを充実・強化・徹底することで、十分対応できると思われ

る。ただし、その際、以下の事柄に注意する必要がある。

（1）上位目標を適切なレベルに設定すること

　今回の調査の結果、各援助機関でプログラム・アプローチが採用されており、個々のプロ

ジェクトとプログラムとの連関が強調されていることが確認された。JICAにおいても、プロ

グラム・アプローチを強化し、現在整備されつつある国別事業実施計画と個々のプロジェク

ト・PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）の連関を図ることが重要である。

　JICAのPDMにおいてこれまでに作成された例をみると、上位目標にあまりに迂遠な目標

を掲げるケースが多い。プロジェクトの内容を踏まえ、プロジェクトが終了して３～５年後

に実現可能性の高い目標を上位目標として掲げることが重要である。その際、現在整備され

つつある国別事業実施計画と個々のプロジェクト・PDMの連関を図ることが重要である。具

体的には、上位目標の内容を当該国の国別事業実施計画における開発課題あるいは協力プロ

グラムの内容と合わせ、PDM中の上位目標の指標に国別事業実施計画に示された指標を活用

することが重要である。

　上位目標の指標を明確化することによってその内容が限定的なものになり、結果的に国別

事業実施計画と PDMの関連が弱まった場合には、プロジェクトの上位目標の上に更にスー

パーゴールを設定し、関連を明確にすることも一案である。

（2）指標設定や PDM の作成にあたり、各事業部が十分な支援を得られること

　現在、各事業部においては、事前評価のあり方及び指標の設定方法に関する検討が行われ
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ている。事前評価及び指標の設定を適切に行うことは、協力の効果を適切に測定・分析する

うえでも重要である。今回収集した相当量のマニュアル・事例集は、これらの検討において

極めて有益なものであり、適宜加工して配布することが望ましい。また、指標の明確化・質

の改善の徹底を図るためには、GTZ（ドイツ技術協力公社）のように PDM の内容をチェッ

クする部署を新たに設けたり、あるいは既存の部署に PDM作成に関する助言を行う機能を

もたせることも検討する必要がある。

（3）評価のガイドライン・マニュアルを整備すること

　現在 JICAには、平成２年12月に作成された「評価ガイドライン（総論及び事業形態別）」

があるが、その後改訂されていないため、平成６年以降に導入された JPCM手法との整合性

がとれていない。さらに、平成12年度からの事前評価の導入、総務省による政策評価の導入

等、評価を巡る環境も急激に変化しており、これらに対応した評価ガイドラインを一刻も早

く策定する必要がある。

３－３　事前から事後までの評価サイクル

　今回調査した各援助機関においては、一貫した基準に基づく評価サイクルは確立されていない。

昨今のRBMの影響からか、やや最終成果やインパクト評価の側面が強調されすぎている感があ

る。この点に関しては、JICAの方が、例えば「JPCMモニタリング・評価業務の手引書」に基づ

いてより多面的かつ一貫性のある評価を実施している。したがって、こうした強みを基礎として、

事前評価を強化することによって、評価サイクルを確立していけばよいと思われる。

（1）JICA でも既に取り組んでいるが、プロジェクトの形成や審査のプロセスを強化して、質の

高いプロジェクトを計画立案していくことが必要である。具体的には、オランダ外務省が使

用しているチェックリストやドイツのGTZ・KfW（復興金融公庫）が使っているガイドライ

ンを参考に、可能な限り中間評価・終了時評価とも一貫性を保つ形で、事前評価が導入され

るべきである。

（2）上位目標の実現性を高めるためには、外部条件の明確化が必須である。その際、外部条件

に係るリスク分析を併せて行うことが効果的である。

（3）組織分析の必要性に関して、今回調査した主要ドナー間に共通認識のあることが確認で

きた。組織分析については、ID/OSやBSCなどの手法があるが、時間の限られた短期調査に

おいて実施できる組織分析には限界もある。したがって、一部の機関が行っているよう
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に、まず、プロジェクトを本格的に審査する前の段階で、在外事務所がローカルコンサルタ

ントなどを活用して将来実施機関となる可能性のある機関の簡易な組織分析をBSCなどを用

いて行う。さらに短期調査の段階で、本格的な組織分析をID/OSなどを用いて行うのが実践

的であると思われる（第２章　２－７を参照）。

（4）現在、JICAで事後モニタリングの一環として実施している事後現況調査を、評価５項目の

うち「効果」と「自立発展性」に力点を置いた簡易的な事後評価として改良する。これにより、

事前評価等において設定された指標の達成状況等を、協力終了後一定期間に達したすべての

プロジェクト方式技術協力、無償資金協力において把握・確認することができるようになる。

３－４　事前評価

（1）「事前評価」という概念

　「事前評価：Ex-ante Evaluation」という用語は、今回調査した援助機関ではほとんど使用

されておらず、「審査：Appraisal」がそれに近い概念である。各機関の状況を JICAの現状と

比較した場合、各機関のプロジェクトサイクルにおける「選考」が JICA における「採択」

のプロセス7に比較的近い。「審査」は、現在 JICA がプロジェクト方式技術協力において導

入しようとしているプロジェクト・ドキュメントの作成による「事前評価」に近いと思われる。

（2）従来の事前評価における問題点

　JICA のプロジェクト方式技術協力における「事前評価」（計画立案）には、これまで以下

のような問題点があった。

　これらの問題点は、プロジェクト開始後の予期せぬ問題の発生につながったり、また時と

してプロジェクトの成果を限定的なものにしたといえる。こうした問題点を改善するため

に、現在、プロジェクトの計画・立案を強化する短期調査（他の援助機関における「appraisal

mission」に相当するもの）の導入や「プロジェクト方式技術協力事業プロジェクト・ドキュ

7 JICAにおける案件採択のプロセスは、JICA・外務省・その他の関係省庁等、関与する機関が多いため、諸外国・他ドナーの「選

考」に比べ、調整により長期間を要する。また、関係者の多さは、採択の結果の変更が容易でなくなることにつながるため、事

前評価における評価の視点を採択過程にも反映させることが必要である。

・審査やプロジェクト計画作成の過程に評価の視点が反映されていなかった

・プロジェクトの目標を表す指標が弱かった

・プロジェクト計画作成過程が標準化されておらず、明確なプロジェクト計画書がなかった
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メント作成マニュアル」の整備が進められている。各援助機関が発行している審査に関する

様々なガイドラインやチェックリストは、「プロジェクト方式技術協力事業プロジェクト・ド

キュメント作成マニュアル」の作成に大いに参考となろう。

　無償資金協力においても、状況はほぼプロジェクト方式技術協力と同様であり、上記のプ

ロジェクト方式技術協力における問題点のうち「プロジェクト計画作成過程が標準化されて

おらず、明確なプロジェクト計画書がなかった」以外の項目は、無償資金協力にも当てはま

る（注：無償資金協力ではほとんどの案件において「基本設計調査報告書」が作成されてお

り、プロジェクトの計画書は存在する）。

（3）事前評価の改善策

　今回調査した各援助機関においては、一貫した基準に基づく評価サイクルは確立されていな

い。昨今のRBMの影響からか、やや最終成果やインパクト評価の側面が強調されすぎている

感がある。この点に関しては、JICAの方が「JPCMモニタリング・評価業務の手引書」に基づい

てより多面的かつ一貫性のある評価を実施しており、日本の強みであるといえる。したがって、

こうした強みの上で更に事前評価を強化し、評価サイクルを確立していけばよいと思われる。

　「プロジェクト方式技術協力・評価項目の相互関連図」は、評価５項目とプロジェクト・サ

イクルとの関係を示している。この図のなかで、各評価項目への影響要因を原因－結果の論理

で溯っていくと、あるプロジェクトがそのプロジェクト全体としてよい効果を発現するために

特に大切な要素は、初期の計画立案の質が高いことと、開始後のプロジェクトの運営管理（オ

ペレーション）の質が高いことであることが分かる。このうち後者の「プロジェクトの運営管

理の質」は、日本側の派遣専門家、カウンターパートの姿勢・仕事ぶりや全体のチームワーク、

更には JICA本部や国内支援委員会の支援体制などに左右される。これらは主にプロジェクト

開始後に留意される事柄であるため、事前評価の段階では「計画立案の質を高めること」がよ

り重要となる。そのために重要なことは、協力開始後、評価５項目の視点からプロジェクトが

評価されるときに、いずれの項目からみても高い評価を受けられるような下地作りを、事前評

価の段階で行っておくことである。評価５項目（正確には「計画の妥当性」を除く４項目）の

視点から、当該プロジェクトが後々高い評価を得られるよう、将来の評価の視点を組み入れた

ものが、「評価５項目と各段階の評価との関係」の表である。

　この表の具体的評価項目の考え方に基づいて作成した事前評価表作成要領（案）（プロジェ

クト方式技術協力）を示す。評価の質の向上及び均質化のためには、この事前評価表作成要

領（案）に示されているような評価視点の標準化が必要であり、そのためには、この文書を

更に補足する客観的な評価方法の開発（例えば、具体的に効率性をどう計測するか）、それら

をまとめた評価マニュアルの作成が必要である。
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３－５　評価方法（評価基準・評価類型）

　評価の基準については、主要ドナーも JICA同様、DAC（開発援助委員会）の評価５項目を活

用しているところが多い。ただし、個別案件評価における目標の達成度の評価などでは、５～６

段階の評価（レーティング）を行っている援助機関も多い。テーマ別・国別に複数の案件をまと

めて全体を鳥瞰したい場合や、案件間の比較を行いたい場合に、この方法は有効である。JICAに

おいても一部の評価でこうした段階評価が試みられており、今後、その結果の検証を通じ、導入

について検討していく必要がある。

３－６　評価指標

　JICAにおいて、評価指標の設定は必ずしも十分明確でない。例えばプロジェクト方式技術協力

のPDMにおいても、指標の欄に単に「×××の人数」「○○○の量」と記載されただけで具体的

な数値目標がないまま中間評価や終了時評価を迎えるケースが少なくない。こうした漠とした指

標の設定はプロジェクトの成果に影響し、事後の評価活動も困難にしている。

　現在、関係事業部において、評価指標の設定に関する調査研究が行われているところであり、

今回の調査で収集した指標の設定方法に関する主要ドナーのマニュアル・事例集は、JICAにおけ

る適切な評価指標を設定するうえで極めて有益であり、これらのマニュアル・事例集は有効に活

用すべきものである。

　また、既存又は新設の部署において、指標が適切であるかの吟味を含め PDMの内容をチェッ

クする体制を構築することが望ましい。

３－７　調査手法

　より多くの受益者の声をくみとるための手法として、RRA（第２章　２－７参照）を導入して

いる援助機関は多い。これらの援助機関では、RRAによる社会・経済的な調査・分析は、事後的

なインパクトの分析としてよりもむしろ事前の審査の段階で行われているようであり、組織分析

と合わせ、JICAでも RRAによる調査の充実に努める必要がある。

　なお、類似の手法として、PRA*やPLA*（下記参照）があり、必要に応じて採用することが望

ましい。

* PRA（Participatory Rural Appraisal、参加型社会調査）：

　基本的な考えはRRAと同様であるが、RRAでは、外部者が参加型のツールを使い、情

報源として地域住民を利用するだけに終わるというおそれもあることから、RRAよりも更

に地域住民中心の考え方を強め、地域住民と外部者が「共に学ぶ」という視点が強化され

ている。



－ 25 －

３－８　「参加型評価」の強化

　今回調査した機関においては、参加型評価が重要視されながらも、評価の設計段階から広く関

係者を参加させるような徹底した形の参加型評価を実施している機関は少なかった。これは、コ

ストがかさむことや評価の客観性が脅かされる可能性があるためと思われる。一方、JICAのプロ

ジェクト方式技術協力の中間評価や終了時評価において実施されている、「評価する（日本側評

価調査団・相手国側評価チーム）側と評価される（プロジェクト）側とが同席し、日本側評価調

査団が作成した評価報告書（案）の内容について、全員で確認・議論する」という評価方式を紹

介したところ、複数の機関から高く評価された。今後、こうした評価の一層の徹底が望ましく、

具体的には、実質的な協議の時間を必ず１～２日程度確保することが必要である。また、JICAの

評価においては最終受益者の視点が必ずしも十分にくみとられておらず、この点も今後強化され

るべき課題である。

３－９　プロジェクト管理におけるその他の視点

　　（計画立案、ベースライン調査、モニタリング、外部条件の変化に伴う協力計画の調整等）

　計画立案に関しては、各援助機関とも十分な時間をとっており、JICA でも既に、プロジェク

ト・ドキュメントの導入により短期調査を充実しつつある。特に技術協力において、プロジェク

トが高い成果をあげるには、日ごろから目標を意識したモニタリングが行われることと、外部条

件の変化などに迅速に対応できることが重要であるが、このような観点からのモニタリングは、

これまで JICAでは必ずしも十分に行われていない。一案として、プロジェクト方式技術協力に

おいて、PDMと連携していない現行の四半期報告のあり方を改善し、PDMに関連づけされてい

るモニタリングの書式を導入すること（四半期報告の書式改訂を含む）が必要であろう。また、

外部条件の変化に対応してPDMを迅速かつ適切に変更できるよう、PDMを変更する手続きを明

確化・簡素化することも検討すべきである。

　ベースライン調査に関しては、今回調査した各援助機関では、その必要性は認識していながら

も実際に実施している様子はあまり見られなかった。この理由の１つは、本格的なベースライン

調査を行うとすると、大きな費用がかかることである。JICAにおいても、これまでベースライン

調査はあまり行われてこなかったが、事前評価の実施とも関連して、現在、事前の調査段階（短

期調査、事前調査、基本設計調査等）における調査員・団員の拡充、現地委託調査の実施等を通

* PLA（Participatory Learning and Action、住民主体の学習と行動による開発）：

　PRAとほぼ同様であるが、住民が試行錯誤しながらも自身を深め、自分たちの問題を解

決していける状況を作り出すというエンパワーメントのプロセスが強調される。
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じ、ベースライン調査の充実に努めているところである。今後は更に、従来は援助スキームごと

に実施することが多かったベースライン調査を、プログラム・アプローチを強化していくなかで

統合・合理化し、より効率的に実施していくことも必要である。

　なお、USAID（米国国際開発庁）などは他のドナーとのセクター調査（サーベイ）の共同実施

を志向しており、今後、JICAとの協調の可能性もあろう。














	表紙
	序文
	目次
	第１章 調査の目的と概要
	１－１ 調査の目的
	１－１－１ 調査の背景
	１－１－２ 目的

	１－２ 調査団員及び調査日程
	１－２－１ 調査団員構成
	１－２－２ 調査日程

	１－３ 調査における面会者リスト

	第２章 調査対象機関における評価業務の概要
	２－１ 評価・モニタリングの実施体制
	２－２ 評価における「成果主義」の導入
	２－３ プロジェクト・サイクル
	２－４ 事前から事後までの評価サイクル
	２－５ 評価方法
	２－６ 評価指標
	２－７ 評価調査
	２－８ 「参加型評価」の動向
	２－９ 評価調査のコスト
	２－10 プロジェクト管理におけるその他の視点
	２－11 モニタリング・評価結果のフィードバック

	第３章 JICA における評価業務の課題と改善案
	３－１ 評価・モニタリングの実施体制
	３－２ 評価における「成果主義」の導入
	３－３ 事前から事後までの評価サイクル
	３－４ 事前評価
	３－５ 評価方法（評価基準・評価類型）
	３－６ 評価指標
	３－７ 調査手法
	３－８ 「参加型評価」の強化
	３－９ プロジェクト管理におけるその他の視点


